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３ 単体財務書類 

(１) 各財務書類の関係 

財務４表の関係は次のとおりです。数値は平成 26 年度単体の金額です。 

【貸借対照表】 （単位:億円)

借方 貸方

資金 471 流動負債 1,856

その他の金融資産 3,653 非流動負債 17,098

非金融資産 51,262

純資産 36,432

【行政コスト計算書】

借方 貸方

経常費用 7,300 経常収益 1,566

（総行政コスト）

純経常費用 5,733

（純行政コスト）

【純資産変動計算書】

借方 貸方

財源の使途 7,789 期首純資産残高 38,665

(うち純行政コスト） (5,733) 財源の調達 7,674

資産形成充当財源の減少 859

資産形成充当財源の増加 2,580

その他純資産の減少 3,839

その他純資産の増加 0

期末純資産残高 36,432

【資金収支計算書】

借方 貸方

期首資金残高 535 経常的支出 6,891

経常的収入 8,029

資本的支出 1,478

資本的収入 365

財務的支出 1,792

財務的収入 1,703

期末資金残高 471

※金額は各項目の億円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。
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(２) 単体貸借対照表 

ア 単体貸借対照表

単体貸借対照表のインフラ資産が普通会計貸借対照表のインフラ資産に

比して 8,825 億円大きくなっている主たる要因は、下水道事業（6,721 億円）

及び水道事業（1,412 億円）が多額のインフラ資産を有しているためです。

また、単体貸借対照表の公債(短期・長期)が普通会計貸借対照表の公債(短

期・長期)に比して大きくなっている主たる要因は、下水道事業が多額の公

債（3,642 億円）を有しているためです。 

(平成27年3月31日現在　単位:億円)

普通会計 単体 普通会計 単体

金融資産 3,984 4,124 流動負債 1,044 1,856

資金 93 471 公債（短期） 853 1,392

債権 380 822 その他 192 465

有価証券 0 0

投資等 3,510 2,831

非流動負債 10,326 17,098

非金融資産 40,937 51,262 公債 9,370 13,832

事業用資産 13,731 15,230 引当金 700 724

インフラ資産 27,207 36,032 その他 256 2,542

その他 0 0 負債合計 11,370 18 ,954

純資産合計 33,551 36 ,432

資産合計 44,921 55,386 負債・純資産合計 44,921 55,386

※金額は各項目の億円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。
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イ 普通会計との比較（単位：億円）

※金額は各項目の億円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。 

単体の貸借対照表の各数値を普通会計と比較すると、負債合計の倍率が他

の項目の倍率より大きくなっていますが、これは公営企業会計で負債比率が

高いことによるものです。 

ウ 前年度との比較（単位：億円）

※金額は各項目の億円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。 

資産合計は、前年度比 143 億円の減、負債合計は 2,090 億円の増、純資産

合計は 2,233 億円の減となっています。 

これは、地方公営企業の会計基準の見直しにより、減価償却対象資産の購

入に充てられていた国庫補助金等について、従来は純資産に計上されていた

ものが、平成 26 年度からは長期前受金として負債に計上することとなった

ことによるものです。 

エ 市民一人あたりの単体貸借対照表

市民一人あたりでは、資産合計は 383 万 2 千円、負債合計は 131 万 1 千円

となっており、その結果、純資産合計は 252 万円となっています。 

普通会計(A) 単体(B) (B)/(A)

資産合計 44,921 55,386 1.23

負債合計 11,370 18,954 1.67

純資産 33,551 36,432 1.09

H26(A) H25(B) (A)-(B)

資産合計 55,386 55,529 △ 143

負債合計 18,954 16,864 2,090

純資産 36,432 38,665 △ 2,233

(平成27年3月31日現在　単位:千円)

普通会計 単体 普通会計 単体

金融資産 276 285 流動負債 72 128

資金 6 33 公債（短期） 59 96

債権 26 57 その他 13 32

有価証券 0 0

投資等 243 196

非流動負債 714 1,183

非金融資産 2,832 3,546 公債 648 957

事業用資産 950 1,054 引当金 48 50

インフラ資産 1,882 2,493 その他 18 176

その他 0 0 負債合計 787 1,311

純資産合計 2,321 2,520

資産合計 3,108 3,832 負債・純資産合計 3,108 3,832

※金額は各項目の千円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。
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(３) 単体行政コスト計算書 

ア 単体行政コスト計算書

本市の単体会計における総行政コストの約半分は移転支出です。移転支出

は、扶助費等に代表される社会保険料等移転支出、他団体等に対する補助金

支出等が主たる内容です。 

経常業務費用が普通会計に比して大きくなっている主な要因は、各公営企

業の運営コストが計上されているためです。 

補助金等移転支出が普通会計に比して2,070億円大きくなっている主な要

因は、国民健康保険事業特別会計（1,238 億円）、後期高齢者医療事業特別会

計（123 億円）及び介護保険事業特別会計（717 億円）が計上されているた

めです。 

イ 前年度との比較

経常費用は、普通会計における扶助費の増や国民健康保険事業特別会計、

介護保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計の支払い額の増により、

前年度比 255 億円の増、経常収益は、地方公営企業の会計基準の見直しによ

る長期前受金からの戻入等により 108 億円の増、その結果、純経常費用は 147

億円の増となっています。

(自平成26年4月1日　至平成27年3月31日　単位：億円)

普通会計 構成比 単体 構成比

経常業務費用 2,193 47.9% 3,347 45.8%

人件費 927 20.3% 1,245 17.1%

物件費 406 8.9% 743 10.2%

経費 691 15.1% 1,056 14.5%

業務関連費用 170 3.7% 303 4.2%

移転支出 2,384 52.1% 3,952 54.1%

他会計への移転支出 503 11.0% 0 0.0%

補助金等移転支出 388 8.5% 2,458 33.7%

社会保障関係移転支出 1,433 31.3% 1,433 19.6%

その他の移転支出 61 1.3% 62 0.8%

経常費用（総行政コスト） 4 ,577 100.0% 7,300 100.0%

経常業務収益 370 1,566

業務収益 275 74.3% 1,316 84.0%

業務関連収益 95 25.7% 250 16.0%

経常収益 370 100.0% 1,566 100.0%

純経常費用（純行政コスト） 4 ,208 5,733

※金額は各項目の億円未満未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。
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(単位:億円)

H26(A) 構成比 H25(B) 構成比 (A)-(B)

経常業務費用 3,347 45.8% 3,313 47.0% 34

移転支出 3,952 54.1% 3,732 53.0% 220

経常費用（総行政コスト） 7 ,300 100.0% 7 ,045 100.0% 255

業務収益 1,316 84.0% 1,323 90.7% △ 7

業務関連収益 250 16.0% 135 9.3% 115

経常収益 1,566 100.0% 1 ,458 100.0% 108

純経常費用（純行政コスト） 5 ,733 5 ,586 147

※金額は各項目の億円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。
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ウ 市民一人あたりの単体行政コスト計算書

(自平成26年4月1日　至平成27年3月31日　単位：千円)

普通会計 単体

経常業務費用 152 232

人件費 64 86

物件費 28 51

経費 48 73

業務関連費用 12 21

移転支出 165 273

他会計への移転支出 35 0

補助金等移転支出 27 170

社会保障関係移転支出 99 99

その他の移転支出 4 4

経常費用（総行政コスト） 317 505

経常業務収益 26 108

業務収益 19 91

業務関連収益 7 17

経常収益 26 108

純経常費用（純行政コスト） 291 397

※金額は各項目の千円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致

しない場合があります。
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(４) 単体純資産変動計算書

単体純資産変動計算書における純経常費用への財源措置が普通会計よりも

1,525 億円大きくなっているのは、特別会計における運営コストが使用料・手

数料等の経常収益を超過したことを意味します。また、特別会計(普通会計に

含まれる会計を除く)における固定資産形成として 368 億円の財源が使用され

ています。 

本市各特別会計（普通会計に含まれる会計を除く）ではこれらの財源に充て

るため、社会保険料（638 億円）及び移転収入（1,252 億円）等の財源調達が

行われました。 

なお、その他純資産の変動が普通会計と比較して 3,562 億円減少しているの

は、地方公営企業の会計基準の見直しにより、減価償却対象資産の購入に充て

られていた国庫補助金等について、従来は純資産に計上されていたものが、平

成 26 年度からは長期前受金として負債に計上することとなったことによるも

のです。 

(自平成26年4月1日　至平成27年3月31日　単位：億円)

普通会計 単体

 期首純資産残高 32,336 38,665

Ⅰ．財源の変動 △ 259 △ 115

財源の使途 5,499 7,789

純経常費用への財源措置 4,208 5,733

固定資産形成への財源措置 647 1,015

長期金融資産への財源措置 484 501

その他の財源の使途 161 540

財源の調達 5,240 7,674

税収 3,240 3,240

社会保険料 6 644

移転収入 1,329 2,581

その他の財源の調達 666 1,209

Ⅱ．資産形成充当財源の変動 1,752 1,722

固定資産の増減 597 555

長期金融資産の増減 193 157

評価・換算差額等の増減 961 1,009

Ⅲ．その他純資産の変動 △ 277 △ 3,839

当期変動額 1,215 △ 2,233

 期末純資産残高 33,551 36,432

※金額は各項目の億円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致

しない場合があります。
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(５) 単体資金収支計算書

経常的収支区分には、行政サービス活

動上継続的に必要な収入と支出が計上さ

れます。平成 26 年度は、租税収入・公共

料金収入等の経常的収入が 8,029 億円あ

ったのに対して、経常業務費用や移転支

出として経常的支出が 6,891 億円計上さ

れ、結果として経常的収支区分において

1,138 億円の収入超過となりました。 

資本的収支区分には、固定資産(施設・

土地)や長期金融資産(基金・出資金等)

にかかる収入と支出が計上されます。平成 26 年度は、長期金融資産償還収

入等の資本的収入が 365 億円あったのに対して、固定資産取得支出及び長期

金融資産形成支出として資本的支出が 1,478 億円計上され、結果として資本

的収支区分において 1,113 億円の支出超過となりました。 

財務的収支区分には、市債の発行・償還・利払等の収支が計上されます。

平成 26 年度は、公債発行収入として財務的収入が 1,703 億円あったのに対

して、公債償還・利払等の財務的支出が 1,792 億円計上され、結果として財

務的収支区分において 89 億円の支出超過となりました。 

平成 26 年度においては、経常的収支で生じた 1,138 億円の収入超過を資

本的収支及び財務的収支の支出超過に充て、結果として期末の資金残高は期

首の資金残高より64億円減少し、期末の資金残高は471億円となりました。 

(自平成26年4月1日　至平成27年3月31日　単位：億円)

普通会計 単体

経常的支出 4,238 6,891

経常業務費用支出 1,854 2,938

移転支出 2,384 3,952

経常的収入 4,931 8,029

租税収入 3,239 3,239

社会保険料収入 6 638

経常業務収益収入 357 1,571

移転収入 1,329 2,581

経常的収支 693 1 ,138

資本的支出 1,121 1,478

固定資産形成支出 636 977

長期金融資産形成支出 484 501

その他の資本形成支出 0 0

資本的収入 312 365

固定資産売却収入 21 22

長期金融資産償還収入 291 344

その他の資本処分収入 0 0

資本的収支 △ 808 △ 1 ,113

財務的支出 1,141 1,792

支払利息支出 149 257

元本償還支出 992 1,535

財務的収入 1,258 1,703

公債発行収入 1,132 1,564

借入金収入 126 139

その他 0 0

財務的収支 117 △ 89

当期資金収支額 2 △ 64

期首資金残高 91 535

期末資金残高 93 471

※金額は各項目の億円未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致

しない場合があります。
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